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第１章 基本計画策定に係る経緯及び現況 
 

岐阜薬科大学キャンパス整備基本計画の策定に当たり沿革、岐阜薬科大学及び周辺の現況並

びにキャンパス整備の経緯を整理する。 

 
１ 岐阜薬科大学の沿革 

岐阜薬科大学の沿革は、以下のとおりである。 
 

表 1-1-1 岐阜薬科大学の沿革 

1932 年 4 月 岐阜市九重町に全国初の市立の岐阜薬学専門学校として創立 

1949 年 3 月 学制改革により岐阜薬科大学として新たに発足 

1953 年 4 月 薬学として東京大学、京都大学と並び全国に先がけ大学院修士課程（2 年制）を設置 

1965 年 4 月 大学院博士課程（3 年制）を設置 

1965 年 10 月 岐阜市三田洞にキャンパスを移転、拡充 

1971 年 4 月 岐阜市椿洞に薬草園を開設 

1977 年 8 月 乗鞍山麓に寒地系薬用植物の教育・研究を目的とした子の原川島記念演習園を開設 

1982 年 10 月 創立 50 周年を記念して、三田洞キャンパスに教育研究総合センターを建設 

1989 年 3 月 鳳川会館（体育館）及び弓道場を建設 

1990 年 10 月 市制 100 年記念事業として、三田洞キャンパスに生物薬学研究所を建設、バイオテ

クノロジ一部門を強化 

1997 年 3 月 村山元博士からの寄付により村山記念情報教育センター（三田洞キャンパス本館 4

階）を開設 

1998 年 9 月 岐阜市司町に附属薬局を開局 

1999 年 3 月 薬草園に管理舎を新築 

2004 年 6 月 岐阜大学医学部附属病院の移転を機に、岐阜市大学西に附属薬局を移転 

2006 年 4 月 薬学教育 6 年制に伴い、従前の厚生薬学科と製造薬学科の 2 学科を薬学科（6 年制）

と薬科学科（4 年制）の 2 学科に改組 

岐阜大学と連携し、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科を設置 

2010 年 4 月 岐阜市大学西に新学舎を建設（三田洞キャンパスから本部と研究室等の一部を移転） 

大学院薬科学専攻修士課程（2 年制）を設置  

2012 年 4 月 大学院薬科学専攻博士後期課程（3 年制）及び大学院薬学専攻博士課程（4 年制）を

設置 

2012 年 9 月 創立 80 周年記念事業を実施 

2017 年 4 月 薬科学科の学生募集を停止 

薬学科に「医療薬学コース」と「創薬育薬コース」を設置 
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２ 現有施設 

本部キャンパス及び三田洞キャンパスの現有施設は、以下のとおりである。 
 

(１) 本部キャンパス 

ア  キャンパス概要 

 

供 用 開 始 2010 年 4 月 

住 所 岐阜市大学西一丁目 25 番地 4 

敷 地 面 積 4,307.48 ㎡ 

主 な 施 設 学部・大学院講義室、研究室、実務実習関連施設 

区 域 区 分 市街化調整区域 

防 火 地 域 指定なし、ただし 22 条指定区域※ 

建 ぺ い 率 60％ 

容 積 率 200％ 

 

 

 

イ  建築物概要 

 

建物名 構造 階数 
建築面積 

（㎡） 

延べ面積 

（㎡） 

建物高さ 

（ｍ） 
竣工年 

校舎 RC 8 2,095.55 13,710.84 38.2 2010 

（注）  RC : 鉄筋コンクリート造     

 

表 1-2-1 キャンパス概要 

表 1-2-2 建築物概要 

※建築基準法第 22 条指定区域。防火地域・準防火地域外の市街地で火災の危険を防除するため、

特定行政庁により定められた地域。 
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ウ  本部キャンパス現況配置図 

 

  

図 1-2-1 本部キャンパス現況配置図 
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エ  本部キャンパスの平面図 

 

 

  

図 1-2-2 本部キャンパスの平面図（1/4） 
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（2/4） 
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（3/4） 
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（4/4） 
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(２) 三田洞キャンパス 

ア  キャンパス概要 

 

供 用 開 始 1965 年 9 月 

住 所 岐阜市三田洞東五丁目 6 番 1 号 

敷 地 面 積 40,421.86 ㎡ 

主 な 施 設 
学部講義室、実習室、研究室、附属図書館、村山記念情報教育セン

ター、食堂 

運 動 施 設 運動場、体育館、テニスコート、弓道場 

区 域 区 分 市街化区域  

用 途 地 域 第 1 種中高層住居専用地域 

防 火 地 域 指定なし、ただし 22 条指定区域※ 

建 ぺ い 率 60％ 

容 積 率 100％ 

 

 

イ  建築物概要 

 

建物名 構造 階数 
建築面積 
（㎡） 

延べ面積 
（㎡） 

建物高さ 
（ｍ） 

竣工年 

管理棟 RC 4 786.78 2,262.32 25.52 1965 

講義棟 RC 4 373.33 1,493.32 18.65 1965 

実習棟 RC 4 579.67 2,318.68 17.6 1965 

研究棟※ RC 4 1,069.90 4,279.60 17.6 1965 

別館 RC 3 542.25 1,656.63 15.3 1965 

教育研究総合センター 
RC 

一部 SRC 
4 646.48 2,595.65 21 1982 

生物薬学研究所 

（1,2 階岐阜市衛生試

験所） 

RC 3 1,111.38 
3,161.73 

（1,577.11） 
16.5 1990 

旧実験動物飼育舎 RC 1 304.65 304.65 4.7 1980 

体育館 RC 2 1,506.94 1,978.90 14.52 1989 

弓道場 S 1 187.40 187.40 5.45 1989 

部室 W 1 139.24 139.24 3 1965 

危険物貯蔵庫 RC 1 31.50 31.50 4.5 1965 

小計   7,279.37 20,409.62   

（注）  RC : 鉄筋コンクリート造     

  S : 鉄骨造     

  SRC : 鉄骨鉄筋コンクリート造     

  W : 木造     

※ 耐震改修が未済のため、現在使用していない。 

表 1-2-3 キャンパス概要 

表 1-2-4 建築物概要 

※建築基準法第 22 条指定区域。防火地域・準防火地域外の市街地で火災の危険を防除するため、

特定行政庁により定められた地域。 
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ウ  三田洞キャンパス現況配置図 

 

 

 

  

図 1-2-3 三田洞キャンパス現況配置図 
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エ  三田洞キャンパスの平面図（本館・別館） 

  

図 1-2-4 三田洞キャンパスの平面図（本館・別館）（1/2） 
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（2/2） 
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３ キャンパス整備基本計画（改訂版）策定に至った経緯 

本部キャンパス研究室の狭隘化解消のための研究室拡張、国の教育カリキュラム改訂で

必要となった少人数グループで行う学習（PBL※1・SGD※2）に対応した教室の整備及び

三田洞キャンパスの老朽化等に対応するため、2016 年以降に岐阜薬科大学キャンパス整

備基礎調査及びその後の検討を行った。 
 
 
 

 
 
本部キャンパス近接地に整備する優位性 

 本部キャンパスの施設との関係 

 本部研究室の狭隘化解消のためには、研究部門を拡張する必要がある。拡張する

場所としては、本部キャンパス近接地又はそれ以外の地域で整備することが考えら

れる。本部キャンパス近接地以外で整備する場合は、研究機器及び研究機器の設置

場所がそれぞれに必要となるため、経済性や利便性の観点から、本部キャンパス近

接地での整備が有利である。 

さらに、本部キャンパス近接地に少人数グループで行う学習に対応した教室及び

三田洞キャンパスの老朽化に対応するための施設を整備することで、教育・研究環

境が向上し、教職員及び学生のキャンパス間の移動距離も短くなるため、効率的な

大学運営の観点からも、本部キャンパス近接地に整備することが最適である。 

 岐阜大学との連携強化 

 研究施設・設備等の相互利用の拡充、共同研究の充実など、岐阜大学との連携が

より一層強化されるとともに、学術・研究拠点の形成が図られる。 

 ライフサイエンス拠点の形成推進 

 研究施設の誘致など新たな産業拠点の形成に寄与することで、ぎふし未来地図に

おいて位置付けられているライフサイエンス拠点の形成が図られる。 

 都市計画上の整理 

 「大学」は本市の立地適正化計画において都市機能誘導施設に位置付けられ、都

心拠点（商業地域等）へゆるやかに誘導するとされているが、岐阜薬科大学は危険

物の貯蔵や実験動物を取り扱っているため、都心拠点（商業地域等）での立地には

適さない。 

 
この調査等の結果を踏まえて、調査対象の整備候補地のうち本部キャンパス近接地に整備す

る優位性や研究機能の充実等の視点において総合的に評価が高かった本部キャンパスの西側

と南側を整備候補地とすることが決定した。 

2019 年度には、キャンパス整備基本計画を策定し、本部キャンパスの南側で整備することと

した。 

表 1-3-1 岐阜薬科大学キャンパス整備基礎調査等の結果 

※1：Problem Based Learning の略で、少人数グループによる問題発見解決型学習のこと 

※2：Small Group Discussion の略で、少人数グループ討議のこと 
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その後、地元関係者と調整したが、協議が整わなかったため、2021 年度に本部キャンパス南

側での整備を断念することとし、本部キャンパスの西側において整備を進めるためキャンパス

整備基本計画を改定することとなった。 

 

  

岐阜大学 

岐阜薬科大学 

本部キャンパス 

（仮称）岐阜ＩＣ 

大学西地区地区計画 

【凡例】 
     市街化区域 
     地区計画区域 
     都市計画道路 
     整備候補地 
     農業振興地域 
     農用地区域 

岐阜大学医学部 

附属病院 

西側整備候補地 

医学部 

南側整備候補地 

図 1-3-1 整備候補地及び周辺地域 
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４ 整備候補地及び周辺地域の概要 

(１) 主な施設等 

整備候補地及び周辺地域の主な施設としては、岐阜薬科大学本部、岐阜大学、岐阜大学

医学部附属病院、その他の施設（農地、駐車場、薬局等）がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

駐⾞場 

薬局 

農地 

岐⾩薬科⼤学 
本部キャンパス 

岐⾩⼤学医学部  
医学系研究科 

岐⾩⼤学医学部附属病院 

【凡例】 
     整備候補地 
     駐車場 
     薬局 
     住宅 

岐⾩⼤学 ⽣命科学総
合研究⽀援センター
（動物実験分野） 

駐⾞場 

図 1-4-1 整備候補地及び周辺地域の主な施設 

地図データ：Google 
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(1)本部キャンパス（西面） 

岐阜大学が隣接 

(2)周辺敷地（本部キャンパス西側） 

広がる農地 

(3)周辺敷地（本部キャンパス西側） 

広がる農地 

図 1-4-2 本部キャンパス周辺の状況 

岐⾩薬科⼤学 
本部キャンパス 

岐⾩⼤学 ⽣命科学総
合研究⽀援センター
（動物実験分野） 

写真
（1） 

写真
（2） 

写真
（3） 

岐⾩⼤学医学部  
医学系研究科 

地図データ：Google 
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(２) 交通条件 

ア  東海環状自動車道 

東海環状自動車道（国道 475 号）は、豊田市を起点とし、瀬戸市、岐阜市、大垣市

等の主要都市を経て四日市市に至る延長約 153km の高規格幹線道路（一般国道の自動

車専用道路）である。 

当該道路は、中京圏の放射状道路ネットワークを環状道路で結び、広域ネットワー

クを構築することで、環状道路内の渋滞緩和、沿線地域の地域産業・観光産業の支援、

災害に強い道路機能の確保に寄与するものである。 

なお、大野神戸ＩＣと山県ＩＣ間が、2024 年度に開通することにより、養老ＩＣと

（仮称）北勢ＩＣ間を除く、新東名高速道路の豊田東 JCT から新名神高速道路の新四

日市 JCT までが開通する予定である。 

 

 

 
 
 
 
 
  

図 1-4-3 東海環状自動車道 

出典：国土交通省中部地方整備局岐阜国道事務所 HP 
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(仮称)岐阜 IC 

   都市計画道路 

   改良済 

   整備中 

（都） 都市計画道路 

（主） 主要地方道 

（市） 市道 

 

(主)岐阜美山線 
（市）城田寺 15 号線 

イ  整備候補地周辺の道路網 

整備候補地周辺地域においては、現在(仮称)岐阜ＩＣの開通に合わせて、都市計画道

路「折立大学北線」「長良糸貫線」主要地方道「岐阜美山線」及び市道「城田寺１５号

線」が整備中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-4-4 整備候補地周辺の道路網 



 

18 
 

ウ  公共交通 

候補地周辺の公共交通については、岐阜大学医学部附属病院のバスターミナルが、

幹線バスとコミュニティバスなどを乗り継ぐことができる拠点（トランジットセンタ

ー）として活用されている。 

バスターミナルには、冷暖房完備の待合室や、バスの接近状況を示すバスロケーシ

ョンシステム表示機が設置され、地域の交通結節点として機能している。 

岐阜駅からバスターミナルに乗り入れるバス路線は、ルート上にバスレーンが設置

され、連節バスが走行するなど利便性や快適性を高めるＢＲＴ（Bus Rapid Transit）

が導入されている。 

 

  

 

幹線バスとコミュニティバスの乗り継ぎ 

   

バス乗降場 冷暖房完備の待合室 
病院内ロビー 

バス接近情報 

 

  
図 1-4-5 岐阜大学医学部附属病院のバスターミナル 
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(３) 土地利用規制 

整備候補地は、市街化調整区域・農業振興地域であり、「大学西地区地区計画区域」に指

定されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜大学医学部 

附属病院 

岐阜大学 

岐阜薬科大学 
本部キャンパス 

（仮称）岐阜ＩＣ 

S=free 

整備候補地 

大学西地区地区計画 

【凡例】 
     市街化区域 
     地区計画区域 
     都市計画道路 
     整備候補地 
     農業振興地域 
     農用地区域 

図 1-4-6 土地利用規制 

 整備候補地 

所在地 岐阜市大学西一丁目地内 

区域区分 市街化調整区域 

農業振興地域 農業振興地域内 

防火地域 指定なし、ただし 22 条指定区域※ 

その他の地域、地区 地区計画区域 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

表 1-4-1 土地利用規制の概要 

※建築基準法第 22 条指定区域。防火地域・準防火地域外の市街地で火災の危険を防除するため、特定行政庁 

により定められた地域。 
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(４) 大学西地区地区計画 

ア  大学西地区の位置付けと地区計画の決定 

岐阜都市計画地区計画における「大学西地区」では、岐阜大学医学部及び附属病院の

移転に合わせて、大学西地区が市街化調整区域であることから、無秩序な開発の防止

と関連施設の誘導を図り、周辺の自然環境と調和した学術・研究拠点の形成を目指す

ため、2004 年 1 月に大学西地区地区計画の都市計画決定を行い、その後、2 回の都市

計画変更を行った。 

 

イ  岐阜都市計画地区計画（大学西地区地区計画）の概要 

大学西地区地区計画（平成 24 年 9 月 5 日 岐阜市告示第 304 号）については、次

のとおりである。 
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表 1-4-2 計画書 

（次項に続く） 



 

22 
 

 

   

（次項に続く） 
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（次項に続く） 
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（次項に続く） 
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図 1-4-7 計画図 
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第２章 基本構想 
 

岐阜薬科大学の優れた特徴である育薬と創薬に特化した研究を活かし、岐阜市のライフサイ

エンス拠点形成に資する新キャンパス整備の方向性を基本構想として整理する。 

 

１ 基本的な考え方 

人生 100 年時代に向けた健康寿命の延伸、国際的に取り組まれている SDGS（持続可能な

開発目標）の推進等の社会背景、また、若年層の転出超過の抑止、地域産業を牽引する新産業

の創出といった岐阜市を取り巻く諸課題にも貢献できるように、三田洞キャンパスを本部キ

ャンパス近接地に整備、統合し、新たなキャンパスの整備を進める。 

併せて、東海環状自動車道の開通を見据え、岐阜薬科大学及び岐阜大学の有する知的資源

を土台として、全国屈指の学術・研究拠点を形成しようとするもので、両大学と連携する研究

機関や関連企業の立地を誘導することでライフサイエンス拠点の形成を目指していく。 

ライフサイエンス拠点の形成により、イノベーションの促進や新産業の創出、次世代の岐

阜を担う高度人材の育成、流出の抑制等、岐阜市の活性化が期待される。 

 

  



 

28 
 

２ ライフサイエンス拠点の必要性 

(１) 社会背景 

ア  人生 100 年時代に向けた健康寿命の延伸 

日本人の平均寿命は、医療技術の進展や生活環境の改善等の影響により年々延伸し、

2019 年には表 2-2-1 に示すとおり、男性が 81.45 歳、女性が 87.45 歳となっており、

世界でも有数の超長寿命国となっている。なお、健康寿命は男性が 72.68 歳、女性が

75.38 歳となっている。さらに、リンダ・グラットン博士の著書「ライフ・シフト～100

年時代の人生戦略～」によれば、「2007 年に日本で生まれた子供については、107 歳ま

で生きる確率が 50％ある。」と言われており、今後ますます少子高齢化が進行すると推

測される。しかし、平均寿命と健康寿命が共に伸びているものの、現実には平均寿命と

健康寿命の差は、男性が約 9 歳、女性が約 12 歳と、15 年間以上この差が縮まってお

らず、この間、何らかの制約をもって日常生活をしている高齢者の方が増加している

状況である。 

表 2-2-1 平均寿命と健康寿命 

年 
男性 女性 

平均寿命 健康寿命 差 平均寿命 健康寿命 差 
2019 81.45 72.68 8.77 87.45 75.38 12.07 
2016 80.98 72.14 8.84 87.14 74.79 12.35 
2013 80.21 71.19 9.02 86.61 74.21 12.40 

（注）内閣府資料から作成 

 

また、日本の総人口は現在の 1 億 2,700 万人から、長期の人口減少過程に入り、2050

年には 9,700 万人、2060 年には 8,670 万人まで減少すると推計されている。 

このように人口は減少するものの、一方で年齢区分別の人口割合については、表 2-

2-2 のとおり 65 歳以上の高齢者の総人口に占める割合が、2050 年には 38.8％、2060

年には 39.9％まで増加し、国民の約 2.5 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者となる超高齢

化社会が到来すると推計されている。逆に社会・経済を支える現役世代（15 歳～64 歳）

人口は 2060 年には 50％まで減少すると推計されている。 

 

表 2-2-2 年齢区分別の将来人口推計（単位：万人、（ ）内％） 

年 0 歳～14 歳 15 歳～64 歳 65 歳～74 歳 75 歳～ 合計 

2015 1,583（12.5） 7,681（60.6） 1,749（13.8） 1,646（13.0） 12,659 

2020 1,457（11.7） 7,341（59.1） 1,733（14.0） 1,879（15.1） 12,410 

2050 939 （9.7） 5,001（51.5） 1,383（14.2） 2,385（24.6） 9,708 

2060 791 （9.1） 4,418（50.9） 1,128（13.0） 2,336（26.9） 8,673 

（注）内閣府資料から作成 

平均寿命と健康寿命の差は、男性が約 9 歳、女性が約 12 歳であり、今後も高齢化が

進むため、高齢者の方々が医療機関で受診する機会も多くなり、医療費を含む社会保

障費が年々増加し、この社会保障費の伸びの圧縮が財政健全化を進める上で喫緊の課

題である。  
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イ  SDGs（持続可能な開発目標）の推進 

SDGs（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標））は、持続可能な開

発のための 17 のグローバル目標と 169 のターゲット（達成基準）から成る 2016 年か

ら 2030 年までの国際目標であり、誰一人取り残さないことを目指し、先進国と途上国

が一丸となって達成すべき目標である。 

岐阜市においても SDGs を達成し、持続可能な社会を築くための取り組みを進めて

いるところであり、その中で岐阜薬科大学においても、各種の目標を達成するための

取り組みを進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2-2-1 持続可能な開発のための 17 のグローバル目標 
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目標項目 主な取組 

3 すべての人に 

健康と福祉を 

「グリーンファーマシー」（ヒトと環境にやさ

しい薬学、安全・安心を提供できる薬学）を基

本理念とした薬学教育、創薬育薬研究、地域及

び国際社会への貢献 

4 質の高い教育を 

みんなに 

岐阜薬科大学独自の奨学金として成績優秀者に

対する村山記念奨学金及び地域貢献や勉学に意

欲的に取り組む学生などに対する成長支援助成

金（チャレンジ助成金）による修学支援 

住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生

に対する入学料及び授業料の減免並びに給付型

奨学金等の修学支援 

5 ジェンダー平等を 

実現しよう 

平成 27 年度に国の採択を受けた「ダイバーシテ

ィ研究環境実現イニシアティブ（連携型）」事

業等の性別、国籍、年齢及び障害の有無にかか

わらず人間性の可能性と多様性を尊重するダイ

バーシティ社会の形成推進 

7 エネルギーをみんなに 

そしてクリーンに 

安価で安全に水素を連続製造する技術の研究等

を通じた二酸化炭素を出さないクリーンな水素

社会への貢献 

8 働きがいも 

経済成長も 
ライフサイエンス拠点の形成により多様な分野

間連携を推進し、イノベーションの促進及び新

産業の創出に貢献 
9 産業と技術革新の 

基盤をつくろう 

17 パートナーシップで 

目標を達成しよう 

岐阜地区の医療系大学、岐阜大学及び名古屋大

学等との大学間連携、企業、研究機関及び金融

機関等との産学金連携、薬剤師会、病院薬剤師

会、医師会等との関係団体及び行政機関との連

携並びに海外の大学及び研究機関との連携によ

る目標の達成 

  

表 2-2-3 SDGs に関する岐阜薬科大学の主な取組
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ウ  Society5.0（超スマート社会）による経済発展・社会的課題の解決 

Society 5.0 は、日本が提唱する未来社会のコンセプトである。狩猟社会（Society 

1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に

続くもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿とし

て初めて提唱された。 

これまでの情報社会では知識や情報が共有されず、分野横断的な連携が不十分であ

るという問題があった。Society 5.0 で実現する社会は、IoT（Internet of Things）で

全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値

を生み出すことで、これまでの課題や困難を克服するとしており、さらにロボット、

AI（人工知能）、ビッグデータなどの新たな技術の進展に伴い、これらの先端技術を

あらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を両立していくも

のである。 

現在、岐阜薬科大学では、AI を活用した医療情報などのビッグデータの解析や、デ

ータサイエンティスト育成に向けたプログラム教育などの検討を行うため、民間企業

との連携を図っている。 

 

(２) 岐阜市を取り巻く課題と必要な対策 

岐阜市では、20、30 代の若年層の転出が多い状況にあり、転出理由として職業上の

理由を 20～30 代の約 5 割が挙げている。この課題に対しては、若年層の転出を抑止

するため、人口ダム機能の強化対策として、働く場づくりが必要と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-2 市の人口の社会動態（転入数、転出数）の推移（2005 年～2018 年） 

出典：岐阜市住民基本台帳 
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また、市内総生産は、ほぼ横ばいであり、第３次産業が約９割を占めており、地域

産業の多様化や新産業の創出といった対応も課題となっている。 

 

 

図 2-2-3 市の人口の社会動態（2020 年度 10 歳階級別） 

出典：岐阜市住民基本台帳 

図 2-2-4 転出理由（2016 年度～2018 年度の平均 20 代、30 代） 

出典：岐阜市住民基本台帳 

出典：市町村民経済計算（岐阜県） 

図 2-2-5 市内の総生産の推移（2007 年度～2018 年度） 
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(３) 黒野地域の状況 

ア  交通利便性 

黒野地域周辺で整備が進められている（仮称）岐阜ＩＣ及び周辺道路が完成する

ことにより、都市間及び地域間のアクセスが強化され、広域医療への展開、災害時の

拠点連携、企業誘致の優位性向上等が期待される。 
 

イ  学術研究の集積拠点 

黒野地域には、岐阜薬科大学、岐阜大学が立地しており、この内、岐阜大学には、

学部として「医学部」「工学部」「応用生物科学部」等が、また、大学院として「医学

系研究科」「工学研究科」「連合農学研究科」「連合獣医学研究科」等がある。さらには、

岐阜薬科大学・大学院及び岐阜大学大学院「医学系研究科」「工学系研究科」を母体と

する全国で初めての国立と公立間の連合大学院として創設された「連合創薬医療情報

研究科」がある。そのほか、共同施設等として「医学教育開発研究センター」がある。 
このように、当地域は全国でも数例しかない医学、薬学、工学、獣医学、農学分野

が集積するエリアとなっている。 
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(４) 関連計画における位置付け 

ア  岐阜市未来のまちづくり構想 

岐阜市の将来像と、その実現に向けたまちづくりの方向性を示す総合的な方針で

ある「岐阜市未来のまちづくり構想」において、教育・子育て分野の「これからの

時代に相応しい高等教育へ」として、大学における地域社会との橋渡しを担うコー

ディネート機能の充実と、産学官連携によるスタートアップ支援、新たな事業創出

や地域課題解決を図る取組や大学の専門性を活かしたリカレント教育（社会人の学

び直し）を推進することとしている。 

また、産業・労働・交流分野の「民間の新しいチャレンジを応援」として、地域

経済の活性化と雇用の創出を図るため、民間活力による新たな開発手法及び農業 6

次産業化など新たな分野も含めた、ものづくり産業等の集積や、産学官連携による

ライフサイエンス拠点形成を目指した企業誘致・立地支援を推進することとしてい

る。 
 

イ  都市計画マスタープラン 

岐阜市都市計画マスタープランの将来都市構造において、岐阜大学及び岐阜薬科

大学を中心とした、東海地方の学術研究機関と連携する学術・研究の拠点並びに東

海環状自動車道及びインターチェンジによる交通利便性を活かし、当該地域の特性

を有効活用した産業の集積を図る拠点と位置付けている。 

 

ウ  ものづくり産業等集積地計画 

岐阜市では、ものづくり産業等の誘致を積極的に推進するため、「ものづくり産

業等集積地計画」において、産業集積地のコンセプトを「豊かな緑に包まれた、環

境にやさしい産業集積地」と定め、工場、物流施設又は研究開発施設及びそれに附

属する施設を誘致する地域として市内 3 か所を候補地として掲げている。その候補

地の一つとして、（仮称）岐阜ＩＣ周辺の「黒野地域」を位置付けている。 
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(５) 拠点形成の方向性 

岐阜市においては、岐阜薬科大学及び岐阜大学といった知的資源を土台とし、東海環状

自動車道の開通を見据えて、全国屈指の学術・研究拠点を形成しようとするものである。

また、これらと連携した研究機関や関連企業の立地を誘導し、ライフサイエンス拠点の形

成を目指している。この拠点においては、ライフサイエンスに関する新たな価値を創出す

るため、多様な分野間連携の促進を図ることとしている。 
 

 

 

 

(６) 拠点形成により期待される効果 

ライフサイエンス拠点が形成されることにより期待される効果は、以下のとおりである。 
 

ア  イノベーションの促進と新産業の創出 

大学、研究機関、企業の連携により、多分野にまたがった境界領域の研究、いわゆる

学際的研究が推進され、新たな価値の創出が期待される。 

 

イ  雇用機会の創出と税収増加 

企業の誘致による雇用機会の創出と税収の増加が期待される。 

 

ウ  高度人材の流出抑制 

岐阜薬科大学や岐阜大学の卒業生等の雇用の場が創出されることで、高度人材の流

出抑制及び人口減少対策になることが期待される。 

 

エ  人・モノ・情報・知識の交流促進 

（仮称）岐阜ＩＣ、トランジットセンターを有効活用することにより、人・モノ・情

報・知識の交流促進が進み、地域の活性化につながることが期待される。 

 

オ  高度な人材の育成 

先端技術や高度な研究に身近に触れることのできる機会を設けることで、次世代の

岐阜を担う高度な知識を修得した人材の育成、確保につながることが期待される。 

 

カ  健康サポート 

在宅医療、災害医療等を通じて、誰もが住み慣れた地域で安全、安心、健康に自分ら

しい暮らしを続ける健幸ライフへの健康サポートといったソフト面の充実が期待され

る。 

健幸学術都市 ぎふへ 

～生命を医学・薬学・工学・獣医学・農学分野から研究し、健幸的な未来へ貢献～ 
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・人生 100 年時代に向けた健康寿命の延伸 
・SDGs（持続可能な開発目標）の推進 

～目標 3 すべての人に健康と福祉を～ 
・Society 5.0（超スマート社会 による社会的課題の解決 経済発展 

・若年層の転出を抑止するための岐阜県都市圏の人口ダム機能の強化 
・企業数の減少を背景とした地域産業を牽引する新産業の創出 

３．黒野地域の状況 

・岐阜市北西部の新たな玄関口となる（仮称）岐阜 IC が 2024 年度開通予定 
・医学・薬学・工学・獣医学・農学分野が揃う全国屈指の学術・研究拠点の形成 
・交通結節機能を有するトランジットセンターの活用 

・岐阜市未来のまちづくり構想 
ものづくり産業等の集積や、産学官連携によるライフサイエンス拠点形成を目指した企

業誘致・立地支援を推進 
・都市計画マスタープラン 

学術・研究拠点として先端技術産業などを誘致・育成 
広域道路ネットワークを有効活用した新たなものづくり産業拠点の形成 

・ライフサイエンス拠点は、岐阜薬科大学や岐阜大学の有する知的資源を土台とし、東海環

状自動車道の開通を見据え、全国屈指の学術・研究拠点と連携し形成しようとするもので、

黒野地域が最適地域である 

・全国屈指の学術・研究拠点において、岐阜大学（2020 年 4 月 名古屋大学と東海国立大学

機構を設立）や岐阜薬科大学と連携した研究機関や関連企業の立地を誘導し、ライフサイ

エンス拠点の形成を目指す 
・拠点におけるライフサイエンスに関する新たな価値を創出するため、多様な分野間連携の

促進を図る 

１．社会背景 

２．岐阜市を取り巻く課題と必要な対策 

４．関連計画における位置付け 

５．ライフサイエンス拠点の形成 

６．ライフサイエンス拠点の方向性 
   健幸学術都市 ぎふへ 
   ～ 生命を医学・薬学・工学・獣医学・農学分野から研究し、健幸的な未来へ貢献 

・大学、研究機関等の保有する研究シーズと企業ニーズのマッチングによるイノベーション

の促進と新産業の創出 
・企業誘致による雇用機会の創出と税収増加 
・岐阜薬科大学及び岐阜大学卒業生等の高度人材の流出抑制 
・（仮称）岐阜 IC、トランジットセンター等を活用した人・モノ・情報・知識の交流促進 
・先端技術に触れる機会の創出や高度研究による岐阜の未来を担う高度な人材の育成 
・「健幸ライフ」実現のための健康サポート 

７．期待される効果 

図 2-2-6 ライフサイエンス拠点の概要 
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３ ライフサイエンス拠点の形成と大学の役割 

 

(１) 多様な分野間連携実現に向けた整備 

人生 100 年時代において若者から高齢者まで、全ての国民に活躍の場があり、全ての人

が元気に活躍し続けられる社会、安全で安心して暮らすことのできる社会の実現を目指し、

病気にかからない、また病気を早期に発見するための「予防・診断」、病気にかかってしま

った場合は、重篤化させずに速やかに治療するための「創薬・治療」、治療後、身体機能を

維持・回復させ社会に復帰するための「リハビリテーション」、誰もが住み慣れた地域で健

康に自分らしい暮らしを続けるための「健幸ライフ」、そして全ての基盤となる「環境」と

いう生命を取り巻く全ての領域について、大学、研究機関等と企業が連携することにより、

新たな産業分野の創出・発展等が期待される。 
そのためには、大学の研究シーズ、企業ニーズにはどういったものがあるのかを洗い出

し、それらを組み合わせて、岐阜薬科大学・岐阜大学・企業が多分野において連携するこ

とが必要である。大学、研究機関等の保有する研究シーズと企業ニーズのマッチングによ

りイノベーションの促進と新産業の創出を図る。 
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図 2-3-1 岐阜薬科大学・岐阜大学を起点としたライフサイエンス拠点づくり 
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(２) 具体的な連携事例 

ライフサイエンス拠点の形成につながる、分野間連携の事例と、研究開発を行う上で、

企業との連携が期待できる業種例は、以下のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

薬学 
農学 

   
 

 
       
      

薬学 
医学 

   
 

 
      

薬学  医学  獣医学 

 

   

 
  

 
 

      
薬学 農学    

        
医学 

 
工学 

   

       
医学 

 

工学 

     

 

 
       

薬学 
 

医学 
     

 
 

       

薬学 
 

工学 

    
 

 

 

分野間連携 研究開発領域 連携企業 

図 2-3-2 具体的な連携事例 
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４ 求められる機能 

(１) 本部キャンパス研究室の狭隘化の解消のための研究室の拡張 

研究室への配属学生数の増加により研究室が狭隘化しているため、研究に必要な機材の

増設等の整備が行えない状態である。さらに、実験室内にも棚や機材を設置し、通路が狭

くなっている箇所もあることから、研究や教育に支障が生じている。また、緊急時に避難

の妨げとなることが懸念される。 
なお、東海地方の他大学の薬学部との比較は以下のとおりである。十分な教育研究を推

進するためには、名古屋市立大学薬学部と同程度の研究室面積を確保することが望ましい

（研究室面積を現状より 30％以上拡張することが望ましい）。 
 
 

 

 岐阜薬科大学 名古屋市立大学 静岡県立大学 

一人当たり面積 6.1 ㎡ 
（100%） 

8.1 ㎡ 
（133%） 

12.3 ㎡ 
（202%） 

（2016 年時点） 

 

(２) 国の教育カリキュラム改訂で必要となった教室の整備 

ア  国の教育カリキュラム改訂の概要 

2013 年の国の「薬学教育モデル・コアカリキュラム」の改訂により、薬剤師として

求められる基本的な 10 の資質が設定された。この中で、「患者・生活者本位の視点」、

「コミュニケーション能力」、「チーム医療への参画」を身につける教育が求められて

おり、これらの教育を適切に実施するためには、少人数グループで行う学習が必須で

あることから、これらの学習に対応した教室の整備が必要である。 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

表 2-4-1 他大学薬学部との研究室面積の比較 
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薬剤師として求められる基本的な資質 

1 薬剤師との心構え 

2 患者・生活者本位の視点 

3 コミュニケーション能力 

4 チーム医療への参画 

5 基礎的な科学力 

6 薬物治療における実践的能力 

7 地域の保健・医療における実践的能力 

8 研究能力 

9 自己研鑽 

10 教育能力 

 
 

イ  現状 

現時点は大講義室や大ホールを用いて、PBL や SGD による学習を実施しているが、

他グループの声が漏れている状態であり、SGD 用の教室としての機能を十分確保で

きていない状況である。  

表 2-4-2  薬剤師として求められる基本的な資質 

出典：文部科学省「新コアカリキュラム改定の概要」 
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(３) 「新 6 年制」移行による学生数増加に伴う講義室等の整備 

岐阜薬科大学では、2017 年度入学者より 4 年制学科の募集を停止し、6 年制薬学教育に

一本化する「新 6 年制」に移行している。 
「新 6 年制」に移行してからの学生数を比べると、学部生の人数が移行以前から増加し

ていることから、学生数増加に伴う講義室や実習室の整備が求められる。 
 

(４) 基本構想を推進するための施設 

岐阜薬科大学として教育・研究の成果を社会や地域に還元する「知（地）の拠点」とし

て産官学の連携強化や地域貢献を一層推進するため、以下の施設を新キャンパスに整備す

る。 
 
ア  プロジェクト研究創成を推進するための施設 

教育・研究基盤を活性化するため、既存の講座体制を越えたプロジェクト研究創成

を推進するための施設を整備する。具体的には、基礎から臨床へのプロジェクト推進を

目指したトランスレーショナルリサーチセンターや、AI などの先端技術を取り入れた

創薬研究を推進するライフサイエンスセンターを整備する。 
 
イ  産官学連携を推進するリエゾンオフィス機能を有する施設 

地域の企業・医療機関・行政との産官学連携を推進するリエゾンオフィス機能を有

する施設を整備する。具体的には、健康長寿推進に関する共同研究のための施設を整備

する。なお、これらの施設を活用して地域住民の健康維持・増進を積極的に支援できる

薬剤師を養成することで地域医療の発展を図る。 
 
ウ  地域貢献を推進するための施設 

地域貢献を目的に市民公開講座や中高生向けの薬学体験など地域住民に開かれた多

目的ホールを整備する。このホールは、数十名から 300 名程度までの参加者に対応でき

るように、パーティションを設ける。また、イベントがなく空室となっているときは、

地域住民向けに本学の研究内容等の情報発信を行う。また、国内外の大学や企業との TV
会議ができる設備等を整備する。 
 
エ  Society 5.0 に対応できる環境 

インターネットなどの ICT 関連技術は、今後も急速に発展することが予想されるた

め、最新の通信設備を導入することにより Society 5.0 に対応できる環境を整備する。

また、本部キャンパスにおいても同様にシステムのアップグレードにより対応を進め

る。 
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オ  環境に配慮した施設整備 

研究室や実験室などで発生する廃棄物等が、適切に保管・集約及び廃棄されるよう

に配慮した施設を整備する。また、地球温暖化やエネルギー問題などの環境問題の認

識を踏まえた環境負荷の少ない施設とする。 
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第３章 新キャンパス整備計画 
 

三田洞キャンパスの老朽化、研究室の狭隘化解消による研究機能の充実、国のカリキュラム

改訂、新 6 年制への移行、基本構想での必要性を踏まえ、新キャンパスの整備計画及び本部キ

ャンパスの改修計画を整理する。 

 

１ 各施設計画等の基本方針 

新キャンパスには、以下の施設を整備する。 
 

(１) 新キャンパスに新しく整備する施設 

  ⇒SGD 等に対応した教室、トランスレーショナルリサーチセンター等 

 

(２) 三田洞キャンパスから移転整備する施設 

    ア 新キャンパスに移転整備する施設 

     ⇒校舎 

１回生から３回生が利用する講義室・実習室、附属図書館（メディアセンター）、 

村山情報教育センター、基礎教育大講座研究室、保健室、事務局等 

⇒体育館（食堂及び多目的ホール（市民ギャラリー）を併設） 

⇒附属施設（テニスコート、溶媒庫等） 

   イ 本部キャンパスに移転する施設 

    ⇒専門教育大講座研究室、生物系研究室、グリーンファーマシー教育推進センター、 

標本室・さく葉室 

 

(３) 本部キャンパスで継続して使用する施設 

⇒物理・生物機器室、動物飼育室の移転には高額な費用がかかるため継続して使用し、そ

れらの施設の利用頻度が高い研究室は本部キャンパスに残す。 

 

(４) 本部キャンパスから新キャンパスに移転整備する施設 

  ⇒生物系研究室の一部、物理系研究室、実践薬学大講座研究室、実務実習関連施設等 

 

(５) 新キャンパスの研究室の規模 

  ⇒現本部 研究室を 30％程度拡張した規模とする。 

 

(６) 環境への配慮 

  ⇒廃棄物等を保管・集約・廃棄する施設を 1 階でかつ廃棄の動線を考慮した位置に整備 

⇒環境・景観に配慮した敷地内の緑化 

⇒自然エネルギーの利用、エネルギー変換効率が高い設備、維持管理コストの低減等が可

能な施設 
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表 3-1-1 各施設に整備する主な施設 

新キャンパス 本部キャンパス 
校舎 
・SGD 等に対応した教室 
・トランスレーショナルリサーチセンター 
・１回生から３回生が利用する講義室・実
習室 

・附属図書館（メディアセンター） 
・村山情報教育センター 
・基礎教育大講座研究室 
・生物系研究室の一部 
・物理系研究室 
・実践薬学大講座研究室 
・実務実習関連施設 
体育館 
・食堂 
・多目的ホール（市民ギャラリー） 
附属施設 
・テニスコート 
・溶媒庫 

・専門教育大講座研究室 
・物理・生物機器室、動物飼育室 
・物理・生物機器室、動物飼育室の利用頻度
が高い研究室 

・有機・生薬系研究室 
・グリーンファーマシー教育推進センター 
・標本室・さく葉室 
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２ 新キャンパス配置案 

新キャンパス配置案は、次のとおりである。 
今後、区画道路の変更、建築物の高さの制限緩和のための空地、緑地、公開空地、流出抑制

施設の確保等についての協議及び地区計画の変更手続きを行う必要があり、協議の状況によ

っては、変更する場合がある。また、建物の形状等は設計段階（基本・実施設計）で決定する。 
 
 
  

図 3-2-1 配置図案 
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３ 新キャンパスに計画する諸室 

新キャンパスに導入する機能及び面積は、次のとおりである。 
 
 
  

表 3-3-1 新キャンパス導入機能・面積表 

1 3,950

1 350

1 700

体育館

体育館（倉庫・器具庫含む）

多目的ﾎｰﾙ（市民ギャラリー）

食堂

体育館　床面積合計 5,000

部屋数 面積(㎡)

各3 1,020

1 150

各6 1,620

1 100

1 60

1 250

5 130

3 80

各3 360

3 540

各3 240

共用室 1 90

各1 120

1 180

各1 80

2

1

1

各5 600

各5 430

共用室 2 200

1 700

各1 200

1 300

1 60

各1 1,100

各1 500

2 160

2 220

1 130

5 470

各1 120

各1 280

各1 50

7 70

各1 100

7 400

4 250

4 250

- 120

- 3,000

15,000新校舎　床面積合計

そ
　
　
の
　
　
他

保健室・印刷室等

トイレ

談話コーナー

EV（人用2基、人荷用1基）

倉庫
共用施設

図書館（メディアセンター）・書庫

地域連携・産官学連携
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究創生推進室

（ﾄﾗﾝｽﾚｰｼｮﾅﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ）

特大講義室・倉庫

プロジェクト推進

寄附講座

受付・守衛室、業者控室

廃棄物等保管庫

事　務　局 事務室・書庫等

電気・機械室等

実習室・実習準備室

共同実験室

低温室

薬品庫

実
践
系
研
究
室
・

実
務
実
習
室
関
係

研究室
教授、教員、学生居室

教授室（セミナー室）・ロッカー室

生
物
系

研究室 実験室

セミナー室・ロッカー室

共用室

共通機器室

実務実習資料・機器保管室実務実習室
SGD等に対応した

教室等

種類 室名

講義室等

実験室

村山情報教育センター

基礎教育大講座
教員室（研究室）

非常勤講師控室

物
理
系

研究室
①～③

教授、教員、学生居室

主
に
１
～

３
回
生
が

使
用
す
る
講
義
室
・

実
習
施
設
等

　講義室（平面）75人収容・（階段）150人収容

ロッカー室（１～３回生用）420人分

実習室等

270

施設関係

EVホール・階段室・廊下・玄関ホール･風除室

動物飼育室（資材庫含む）

天秤室

薬品庫等

教授、教員、学生居室
研
　
究
　
室
　
等

SGD等に対応した教室（ＰＢＬ室）

会　議　室
大会議室

会議室

自習室

図書館（メディアセンター）

セミナー室・ロッカー室

実務実習関係諸室
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４ フロア構成イメージ 

新キャンパスのフロア構成イメージは、次のとおりである。 

※このフロア構成イメージは設計段階（基本・実施設計）で変更が生じうる。 

 
(１) 校舎フロア構成イメージ 

  

図 3-4-1 校舎フロア構成イメージ（1/2） 

１階 

２階 

会議室 

廃

棄

物 

実習室 

階
段
・
Ｅ
Ｖ 

ト
イ
レ 

講義室 
倉 

庫 

事 

務 

局 

地域連携 
産官学連携 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究 
創生推進室 

研
究
室 

（
基
礎
教
育
大
講
座
） 

図書館（メディアセンター） 

実習室 

階
段
・
Ｅ
Ｖ 

ト
イ
レ 

倉 

庫 
 

実

習

室 

地域連携・産官学連携 
プロジェクト研究創生推進室 
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（2/2） 

３階 

実
験
室 

（
実
践
系
） 

研究室・実習室 
（実践系） 

会

議

室 

４階 

研
究
室
・
実
験
室 

（
物
理
系
） 

電
気 

機
械
室 

倉 

庫 

研
究
室
・
実
験
室 

（
生
物
系
） 

研究室・実習室 
（実践系） 

階
段
・
Ｅ
Ｖ 

ト
イ
レ 

階
段
・
Ｅ
Ｖ 

ト
イ
レ 

自習室(実践系) 
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(２) 体育館フロア構成イメージ 

  

図 3-4-2 体育館フロア構成イメージ 

階段 トイレ 

体育館 

２階 

階段・トイレ 

多目的ホール 

食堂 

部室 

１階 

階段 トイレ 

吹 抜 

体育ルーム 

３階 

倉庫・器具庫 

部 室 
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５ 完成イメージ 

  新キャンパス完成イメージ図は、以下のとおりである。 

  

  

図 3-5-1 新キャンパスの完成イメージ図 
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６ 本部キャンパスの改修計画 

  本部キャンパス改修後の機能及び面積案は、以下のとおりである。   

 

 

 

部屋数 面積（㎡） 総面積（㎡） 部屋数 面積（㎡） 総面積（㎡）

教授室 20 24 480 13 24 312

准教授室 19 24 456 13 24 312

教員・学生居室等 1 253 253

学生居室1 12 45 540 12 68 816

学生居室2（7F） 1 50 50

研究室1 16 135 2,160 11 180 1,980

研究室2（7F） 1 207 207

寄附講座（3室） 1 69 69

グリーンファーマシー※ 1 26 26

薬草園・標本室※ 1 268 268

共通機器室等（24室） 1 1,036 1,036 1 1,036 1,036

共通機器室拡張 1 50 50

実務実習室等 1 268 268

小計

大講義室 2 232 464 2 232 464

大学院講義室(平講義室含む ) 1 130 130 1 130 130

ゼミ室(1) 2 18 36

ゼミ室(2) 3 25 75 3 25 75

小計

大会議室 1 114 114 1 186 186

倉庫等 4 22 88

図書館（図書閲覧室） 1 93 93

会議室ほか 4 51、26、52、24 153 2 24、52、12 88

ロッカー室　（更衣室） 4 29 116 4 29 116

小計

受付・守衛室 1 38 38 1 38 38

事務室・書庫・ほか 1 198 198 1 237 237

学長室、副学長室、事務局長室等 1 146 146 1 187 187

小計

機械関係諸室室、廃棄物等保管庫（10室） 1 309 309 1 309 309

談話スペース・廊下・トイレ・共用部分等 1 4,425 4,425 1 4,446 4,446

小計

溶媒庫　１ 1 35 35 1 35 35

ガバナー室 1 9 9 1 9 9

※　三田洞キャンパスから移転整備する施設

区分
現在 改修後

研
究
室

5,193 5,126

講
義
室
他

705 669

7階（岐大分） 607 607

8階（岐大分） 1,613 1,613

共
通
使
用
部
分

476 478

管
理
諸
室

382 462

機
械
室
他 4,734 4,755

面積合計(㎡）　 13,710 13,710

付
帯

設
備

面積合計（㎡） 44 44

表 3-6-1 本部改修後の機能・面積案 
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第４章 新キャンパス整備の事業費、事業手法及び今後の進め方 
  

概略の事業費、考えられる官民連携等の事業手法及び事業スケジュール等を整理する。 

 

１ 想定事業費 

想定事業費は、以下のとおりである。 
 

 

設計費 約 6 億円 

本体建設費（校舎、体育館等） 約 90 億円 

用地買収、移転補償、敷地造成、道路移設等 約 9 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 4-1-1 想定事業費 

※この事業費は、想定の建築延べ面積等と建設単価から算出しており、今後、設計段階（基本・実施設計）

における積算、建築資材費や労務単価等により、実際の事業費は、変動が生じうる。 
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２ 導入可能性のある事業手法 

新キャンパス整備に当たっては、「岐阜市 PPP/PFI 手法導入優先的検討に関する指針（2017
年）」に基づき、また、キャンパス整備の特性から、導入可能な手法は従来の「直営方式」、設

計・建設（維持管理）を一括契約する「DB（O）方式」、PFI 法に基づき設計・建設・維持管

理を一括契約する「PFI 方式」の 3 とおりが考えられる。以下にその比較を示す。 
 

 

 直営方式 DB（O）方式 PFI 方式 

民
間
工
夫
で
の 

経
費
削
減
効
果 

分離分割かつ仕様発注契約のた

め、民間の創意工夫の余地は少

ない。 

仕様発注契約ではなく、民間の創

意工夫を取り込むことが可能な

契約形態であり、経費削減効果が

期待できる。 

仕様発注契約ではなく、民間の創

意工夫を取り込むことが可能な

契約形態であり、経費削減効果が

期待できる。 

金
利 

負
担 

大半を金融機関より低金利の起

債での調達が可能である。 
大半を金融機関より低金利の起

債での調達が可能である。 
大半が金融機関からの借り入れ

となるため、起債より高金利と

なる可能性がある。 

岐
阜
市
の 

財
政
負
担 

事業開始時点に多くの財源が必

要となる。 
事業開始時点に多くの財源が必

要となる。また、選定に係る経費

が必要となる。 

費用負担は平準化されるが、選

定及び SPC 組成に係る経費、金

利等が必要となる。 

事
務
手
続
き 

上
の
負
担 

現在実施している事務手続きに

近いものであり、大きな負担は

発生しない。 

民間事業者の募集、選定、契約締

結などの事務手続きが必要とな

る。 

民間事業者の募集、選定、契約締

結など PFI 法に基づく事務手続

き等が必要となる。 

メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト 

・各事業の発注をそれぞれ行う

ため財政縮減効果が働きにく

い。 
・低金利の起債での資金調達が

可能である。 
・事業開始時点において多くの

財源が必要となる。 
・事務手続きに大きな負担が発

生しない。 

・民間の創意工夫を取り組むこ

とが可能である。 
・低金利の起債での資金調達が

可能である。 
・事業開始時点において多くの

財源が必要となる。 
・民間事業者の募集などの事務

手続上において新たな負担が

生じる。 

・民間の創意工夫を取り組むこ

とが可能である。 
・起債より高金利になる可能性

がある。 
・費用負担を平準化できる。 
・民間事業者の募集などの事務

手続上において新たな負担が

生じる。 
 

 

３ 事業スケジュール 

新キャンパスの事業スケジュールは、「直営方式」と「DB（O）方式」「PFI 方式」では、

初動期の民間との契約、募集に係る期間の違いにより、設計、建設の開始時期が異なってく

る。 
また、「DB（O）方式」「PFI 方式」において、「造成設計・施工」のみ「直営方式」とする

か、「造成設計・施工」「建築物設計・施工」を一括契約とするかによっても途中の工程が異な

る。 
そのスケジュールは次のとおりである。なお、維持管理は開校後行われるものであり、ここ

では開校までのスケジュールを示すものとする。また、「DB（O）方式」と「PFI 方式」の違

いは資金調達先であり、開校までのスケジュールに違いはないため同一表記とする。 

表 4-2-1 事業手法の比較 
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図 4-3-1 新キャンパス整備事業のスケジュール（想定） 

※スケジュールは、用地交渉、行政手続きが順調に進捗した場合を想定しており、 

これらの進捗状況によっては、全体のスケジュールは変わりうる。 
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４ 手続きなど 

新キャンパス整備に係る主な手続き及び協議事項は、以下のとおりである。 
・用地取得 
・大学西地区地区計画の変更手続き 
・道路管理者協議(道路付け替え) 
・河川管理者協議(排水路付替え及び流出抑制施設設置) 
・インフラ関連協議 
・土地収用法による事業認定申請 
・開発行為や農地転用等、土地利用に関する手続き 
・建築物に係る計画通知 
・大学西地区緑地協定の変更等に関する手続き 
※上記手続き等は、順序を示すものではない。実際は同時に進めることとなる。 

 

５ 今後の課題 

今後、新キャンパス整備に当たって考慮すべき事項、検討を進めていかなければならない

事項等は、以下のとおりである。 
 
(１) 整備に係る手続きに関する協議 

新キャンパス整備に必要な関係者協議については、財政に係る協議も含め円滑な事業

認定、地区計画の変更手続き、開発許可、建築物に係る計画通知に向けて並行して行う必

要がある。 
 
(２) 地元合意形成 

地権者、周辺住民等の合意形成は、円滑に事業を進めていく上での前提となる。このた

め合意形成には、丁寧に対応するとともに理解と協力を得られるよう、十分かつ分かり

やすい説明をする必要がある。 
 
(３) 導入する事業手法の検討 

効率的かつ効果的に新キャンパスを整備するため、要求水準、リスク分担等の検討を

行った上で、詳細な費用等の比較を行い、直営方式と PPP/PFI 手法を導入した場合との

間で、費用総額を比較し、導入する事業手法の適否を評価し、決定していく必要がある。 
 

(４) 設計条件に関する学内調整 

諸室の配置等の設計条件に関する学内調整を行う必要がある。大学校舎の設計は、カ

リキュラム、研究、設備等の特殊な条件があり、どの設計段階においても大学関係者と設

計者の十分な調整が必要となる。そのためにも、工程等については十分配慮する必要が

ある。 
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(５) 現在の三田洞キャンパスの跡地利用等の検討 

新キャンパス移転後の三田洞キャンパス跡地については、岐阜市公共施設等総合管理計

画の方針に基づき、適切な管理や活用のあり方を検討していく。 
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参考資料 

１ ライフサイエンス拠点の他都市事例 

全国においても、医療系産業集積のための市街地開発、都市整備が進められており、次ページ以降

にその事例を整理する。 
 

(１) 事例の一覧 
 
  表 参-1-1 ライフサイエンス拠点の他都市事例（1/3） 

名称 
うつくしま次世代 
医療産業集積 

キングスカイフロント 
横浜サイエンス 
フロンティア 

静岡ファルマバレー 

プロジェクトの

目的 

産学官が一体となり、医療

現場のニーズ収集から研究

開発・事業化までシームレ

スな取り組みを進め、世界

に貢献する「医療関連産業

の一大集積地」を目指す。 

健康・医療・福祉、環境等の

課題の解決に貢献するとと

もに、本分野でのグローバル

ビジネスを生み出すことで、

日本の成長戦略の一翼を担

う。 

バイオ産業の振興により、

健康な市民生活への貢献

や、経済の活性化を目指す。 

「世界一の健康長寿県の形

成」を基本理念としている。

また、「医療・健康」をキー

ワードに、「住んでよし、訪

れてよし」、「生んでよし、育

ててよし」、「学んでよし、働

いてよし」の国のモデル地域

となることを目指す。 

所在地 福島県 神奈川県川崎市 神奈川県横浜市 静岡県東部地域 

整備主体 

ふくしま医療機器開発支援

センター 一般財団法人ふ

くしま医療機器産業推進機

構 

川崎市 横浜市 
静岡県 公益財団法人ふじ

のくに医療城下町推進機構 

面積 － 40ha 160ha － 

整備年度 
2005 年～（医療産業プロジ

ェクト（福島県予算）） 
2011 年～（総合特区指定） 2011 年～（総合特区指定） 

2003 年～（ファルマバレー

センター開設） 

主
な
施
設 

企業 
オリンパス、ジョンソン・エ

ンド・ジョンソン 等 

味の素、富士フィルム富山化

学 等 

末広ファクトリーパーク

（池田理化、東洋化成、日立

ソフトエンジニアリング 

等） 

テルモ、オリンパス、 

サンスター 等 

研究機関・

大学 

福島県立医科大学、日本大

学工学部、福島大学、会津大

学、医療-産業トランスレー

ションリサーチセンター 

健康安全研究所、国立医薬品

食品衛生研究所、実験動物中

央研究所、慶應義塾大学、東

京工業大学 等 

理研横浜研究所、横浜バイ

オ医薬品研究開発センタ

ー、横浜バイオ産業センタ

ー、横浜市立大学 等 

国立遺伝学研究所 

静岡大学 等 

医療機関   川崎市立病院   県立静岡がんセンター 

レンタルラボ 
レンタル 
オフィス 

ふくしま医療機器開発支援

センター 

ナノ医療イノベーションセ

ンター、ライフイノベーショ

ンセンター 

横浜新技術創造館（リーデ

ィング  ベンチャー  プラ

ザ）、横浜市産学共同研究セ

ンター（JRC） 

静岡県医療健康産業研究開

発センター 

その他  川崎キングスカイフロント

東急 REI ホテル等 
  

整備までの 
経緯 

福島県が全国有数の医療機

器生産県であり、医療機器

関連の研究開発も熱心に進

められていることから、産

学官連携による医療機器関

連分野の集積を図るため、

2005 年度から「次世代医療

産業集積プロジェクト」を

実施。 

世界市場の変化や超高齢社

会に対応するために、日本固

有の強みを活かした知識集

約型産業の育成や健康寿命

の延伸、QOL（生活の質）の

向上、医療費の抑制等の課題

解決と今後の経済成長に結

びつけることができるライ

フイノベーションの推進が

求められた。 

2004 年に横浜市が理研の誘

致を行ったことを契機とし

て、鶴見区末広地区を、国際

競争力のある研究開発拠点

として位置付けている。 

1996 年に県立静岡がんセン

ター計画において、「医療機

関中心のクラスター構築」が

検討されたことが起点。 
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（2/3） 

名称 神戸医療産業都市 
東九州 

メディカルバレー 
沖縄県 

知的・産業クラスター 

プロジェクトの

目的 

雇用の確保と神戸経済の活性化、市民

の健康・福祉の向上、アジア諸国の医

療技術向上への貢献を目指す。 

東九州地域における血液や血管に関

する医療機器産業の一層の集積と地

域経済への波及、産業集積を活かした

地域活性化、医療分野におけるアジア

への貢献等を目指す。 

バイオ産業を観光産業、物流に次ぐ基

幹産業と位置付け、沖縄地域独自の亜

熱帯性生物資源、長寿の島としてのブ

ランド力、温暖な気候などの優位性、

アジアに近いという地理的優位性、公

的支援の充実を活かして、バイオ・ラ

イフサイエンス分野の科学技術の振

興と産業化を目指す。 

所在地 兵庫県神戸市 
大分県から宮崎県にかけての東九州

地域 
沖縄県 

整備主体 神戸市、先端医療振興財団 大分県・宮崎県 沖縄県 

面積 278ha － － 

整備年度 
1999 年（神戸医療産業都市研究会設

置）～ 
2010 年～（構想） 2015 年～（当センター設立） 

主
な
施
設 

企業   川澄化学工業、旭化成メディカル等   

研究機関・

大学 
理化学研究所、先端医療研究センター 

等 

立命館アジア太平洋大学、大分大学、

宮崎大学、九州保健福祉大学 

沖縄県工業技術センター、琉球大学 

等 

医療機関 
神戸陽子線センター、チャイルド・ケ

モ・ハウス 等 
大分大学医学部附属病院   

レンタルラボ 
レンタル 
オフィス 

神戸ハイブリッドビジネスセンター、

国際医療開発センター 等 
  

沖縄ライフサイエンス研究センター、

沖縄健康バイオテクノロジー研究開

発センター、沖縄バイオ産業振興セン

ター 

その他       

整備までの 
経緯 

1995 年の阪神・淡路大震災で大被害

を受けた神戸の経済を立て直すため、

震災復興事業として「神戸医療産業都

市構想」が発足。 

東九州地域で生産されている医療機

器は、需要が拡大する可能性を秘めた

産業分野であるとともに医療関連産

業は景気の変動に左右されにくい安

定した産業ともいわれ、国の「新成長

戦略」においても成長牽引産業として

位置付けている。 

2012 年の「沖縄 21 世紀ビジョン基本

計画」の基本施策のなかで、「科学技術

の振興と知的・産業クラスターの形

成」が掲げられたことが起点。 
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（3/3） 

名称 神戸研究学園都市 スプリングエイト 

プロジェクトの

目的 

大学をはじめとする研究・教育施設と

良好な環境の住宅地を一体的に計画

し、研究者・学生と市民が自由に交流で

きる新しい学園コミュニティを目指

す。 

SPring-8 は国内外の産学官の研究者等に開

かれた共同利用施設であり、平成 9 年より放

射光を大学、公的研究機関や企業等のユーザ

ーに提供している。 

高指向性で透過力の強いX線である放射光を

用いてナノテクノロジーにおける微細構造構

築、バイオテクノロジーでの創薬物質の結晶

構造解析など、学術研究から産業利用まで幅

広い研究が行われている。 

所在地 兵庫県神戸市 兵庫県佐用郡佐用町 

整備主体   理化学研究所（理研） 
面積    

整備年度 1980 年度～ 1997 年～ 

主
な
施
設 

企業 
 

 

研究機関・

大学 

 
理化学研究所、量子科学技術研究開発機構、

物質・材料研究機構、豊田中央研究所、日本

原子力研究開発機構、東京大学、京都大学、

大阪大学、大阪大学核物理研究センター、電

気通信大学 

医療機関 
 

 

レンタルラボ 
レンタル 
オフィス 

 
 

その他 
 

 

整備までの 
経緯 

1955年代以降の高度経済成長と都市部

への人口集中に対応するために計画さ

れた西神ニュータウンの一翼を担う地

区として建設され、近畿圏・神戸都市圏

における研究教育機能の核として、「地

域主義への指向」「生涯教育への接近」

「国際性の追求」の基本整備方針を元

に計画された。 
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(２) うつくしま次世代医療産業集積（福島県） 

 

ア  プロジェクトの目的 

産学官が一体となり、医療現場のニーズ収集から研究開発・事業化までシームレス

な取り組みを進め、世界に貢献する「医療関連産業の一大集積地」を目指す。 

 

イ  整備主体 

ふくしま医療機器開発支援センター 

一般財団法人ふくしま医療機器産業推進機構 

 

ウ  整備年度 

2005 年～（医療産業プロジェクト（福島県予算）） 

 
エ  主な施設 

 

企業 オリンパス・ジョンソン・エンド・ジョンソン 等 

研究機関・大学 
福島県立医科大学・日本大学工学部・福島大学・会津大

学・医療-産業トランスレーションリサーチセンター 

レンタルラボ・ 

レンタルオフィス 
ふくしま医療機器開発支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：次世代医療産業集積プロジェクト HP 

 

 

オ  整備までの経緯 

福島県が全国有数の医療機器生産県であり、医療機器関連の研究開発も熱心に進め

られていることから、産学官連携による医療機器関連分野の集積を図るため、2005 年

度から「次世代医療産業集積プロジェクト」を実施。  

表 参-1-2 主な施設 

図 参-1-1 施設の様子 
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出典：次世代医療産業集積プロジェクト HP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：次世代医療産業集積プロジェクト HP 

 

   

図 参-1-2 療産業集積（これまでの歩み） 

図 参-1-3 生産金額の推移 
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(３) キングスカイフロント（神奈川県川崎市） 

ア  プロジェクトの目的 

健康・医療・福祉、環境等の課題の解決に貢献するとともに、本分野でのグローバル

ビジネスを生み出すことで、日本の成長戦略の一翼を担う。（整備面積：40ha） 

 
イ  整備主体 

川崎市 

 
ウ  整備年度 

2011 年～（総合特区指定） 

 
エ  主な施設 

 

企業 味の素・富士フィルム富山化学 等 

研究機関・大学 
健康安全研究所・国立医薬品食品衛生研究所・実験動

物中央研究所・慶應義塾大学・東京工業大学 等 

医療機関 川崎市立病院 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 

ナノ医療イノベーションセンター・ライフイノベーシ

ョンセンター 

その他 川崎キングスカイフロント東急 REI ホテル 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

表 参-1-3 主な施設 

図 参-1-4 施設の様子 

出典：キングスカイフロント HP 
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オ  整備までの経緯 

世界市場の変化や超高齢社会に対応するために、日本固有の強みを活かした知識集

約型産業の育成や健康寿命の延伸、QOL（生活の質）の向上、医療費の抑制等の課題

解決と今後の経済成長に結びつけることができるライフイノベーションの推進が求め

られた。 

 

 

年 月 主な出来事 

1938 年 7 月 「東京自動車工業（現：いすゞ自動車）川崎工場（旧川崎製造所）」操業開始 

2001 年 3 月 UR 都市機構がいすゞ自動車から土地（約 18.6ha）を取得 

2002 年 10 月 「都市再生緊急整備地域」に指定 

2004 年 3 月 ヨドバシカメラがいすゞ自動車から土地（約 18.2ha）を取得 

2004 年 5 月 いすゞ自動車が川崎工場から藤沢及び栃木工場へ生産業務を移転 

2011 年 3 月 殿町 3 丁目地区を「キング スカイフロント」と命名 

2011 年 12 月 
「国際戦略総合特区（京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区）」

に指定 

2012 年 1 月 「特定都市再生緊急整備地域」に指定 

2014 年 5 月 「国家戦略特区」に指定 

2015 年 5 月 羽田連絡道路の整備が決定 

2017 年 3 月 
「国際戦略総合特区（京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区）」

の延長決定 

出典：キングスカイフロント HP 

図 参-1-5 立地機関 

表 参-1-4 これまでの経緯 

出典：キングスカイフロント HP 
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(４) 横浜サイエンスフロンティア（神奈川県横浜市） 

ア  プロジェクトの目的 

バイオ産業の振興により、健康な市民生活への貢献や、経済の活性化を目指す。（整

備面積：160ha） 

 
イ  整備主体 

横浜市 

 
ウ  整備年度 

2011 年～（総合特区指定） 

 
エ  主な施設 

 

企業 
末広ファクトリーパーク（池田理化、東洋化成、日立ソフ

トエンジニアリング 等） 

研究機関・大学 
理研横浜研究所・横浜バイオ医薬品研究開発センター・ 

横浜バイオ産業センター・横浜市立大学 等 

医療機関 ― 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 

横浜新技術創造館（リーディング ベンチャー プラザ）・ 

横浜市産学共同研究センター（JRC） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 参-1-5 主な施設 

図 参-1-6 横浜サイエンスフロンティア 

出典：産学官連携ジャーナル 
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オ  整備までの経緯 

2004 年に横浜市が理研の誘致を行ったことを契機として、鶴見区末広地区を、国

際競争力のある研究開発拠点として位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜サイエンスフロンティアは、ライフ

サイエンス分野の研究開発を先導する中

核的な施設として、2000 年度にゲノム解

析や遺伝子研究分野の国家的な最先端研

究機関である理化学研究所横浜研究所を

誘致し、これと連携する機関として、隣接

地に横浜市立大学連携大学院を整備し、研

究開発拠点形成を進めている。これらの研

究機関では、生命科学分野の先端的な研究

開発を行うために、優秀な人材の集積が必

要であり、外国人研究者の受入れを積極的

に行っている。さらに企業が大学等と連携

して研究開発を実施できる施設として、

「横浜市産学共同研究センター」やベンチ

ャー企業育成のためのインキュベート施

設である「リーディングベンチャープラザ」

といった施設整備を行い、バイオ産業の振

興に取り組んでいる。 

出典：横浜・神奈川バイオビジネス・ネットワーク 

出典：産学官連携ジャーナル 

図 参-1-7 国際戦略総合特区構想 

図 参-1-8 ライフサイエンス都市横浜の施策体系図 
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(５) 静岡ファルマバレー（静岡県東部地域） 

ア  プロジェクトの目的 

「世界一の健康長寿県の形成」を基本理念としている。また、「医療・健康」をキー

ワードに、「住んでよし、訪れてよし」、「生んでよし、育ててよし」、「学んでよし、働

いてよし」の国のモデル地域となることを目指す。 

 

イ  整備主体 

静岡県 

公益財団法人ふじのくに医療城下町推進機構 

 

ウ  整備年度 

2003 年～（ファルマバレーセンター開設） 

 

エ  主な施設 

 

企業 テルモ・オリンパス・サンスター 等 

研究機関・大学 国立遺伝学研究所・静岡大学 等 

医療機関 県立静岡がんセンター 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 
静岡県医療健康産業研究開発センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 参-1-6 主な施設 

図 参-1-9 ファルマバレーセンター 

図 参-1-10 ファルマバレーセンター全景 

出典：ファミバレーセンターHP 
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出典：静岡県 HP   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：静岡県 HP 

 

 

オ  整備までの経緯 

1996 年に県立静岡がんセンター計画において、「医療機関中心のクラスター構築」

が検討されたことが起点。 

  

図 参-1-11 ファルマバレーセンター俯瞰図 

図 参-1-12 産学官金連携イメージ 
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(６) 神戸医療産業都市（兵庫県神戸市） 

ア  プロジェクトの目的 

雇用の確保と神戸経済の活性化、市民の健康・福祉の向上、アジア諸国の医療技術向

上への貢献を目指す。（整備面積：278ha） 

 
イ  整備主体 

神戸市、先端医療振興財団 

 
ウ  整備年度 

1999 年（神戸医療産業都市研究会設置）～ 

 
エ  主な施設 

 

企業 ― 

研究機関・大学 理化学研究所・先端医療研究センター 等 

医療機関 神戸陽子線センター・チャイルド・ケモ・ハウス 等 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 

神戸ハイブリッドビジネスセンター・国際医療開発センタ

ー 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 参-1-7 主な施設 

図 参-1-13 俯瞰図 

出典：神戸ハイブリッドビジネスセンターHP 
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出典：神戸健康科学（ライフサイエンス）振興ビジョン 

 

 

オ  整備までの経緯 

1995 年の阪神・淡路大震災で大被害を受けた神戸の経済を立て直すため、震災復興

事業として「神戸医療産業都市構想」が発足。 

  

図 参-1-14 ３つの研究領域の融合によるこれからのクラスター像 

図 参-1-15 振興ビジョンにおけるクラスター形成戦略 

出典：神戸医療産業都市 HP 



 

71 
 

(７) 東九州メディカルバレー（大分県から宮崎県にかけての東九州地域） 

 

ア  プロジェクトの目的 

東九州地域における血液や血管に関する医療機器産業の一層の集積と地域経済への

波及、産業集積を活かした地域活性化、医療分野におけるアジアへの貢献等を目指す。 

 
イ  整備主体 

大分県・宮崎県 

 
ウ  整備年度 

2010 年～（構想） 

 
エ  主な施設 

 

企業 川澄化学工業・旭化成メディカル等 

研究機関・大学 
立命館アジア太平洋大学・大分大学・宮崎大学・九州保健

福祉大学 

医療機関 大分大学医学部附属病院 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 
― 

 

オ  整備までの経緯 

東九州地域で生産されている医療機器は、需要が拡大する可能性を秘めた産業分野

であるとともに医療関連産業は景気の変動に左右されにくい安定した産業ともいわれ、

国の「新成長戦略」においても成長牽引産業として位置付けている。 

  

表 参-1-8 主な施設 
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図 参-1-16 構想の取組（４つの拠点づくり） 

図 参 1-17 東九州地域のポテンシャル 
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(８) 沖縄県 知的・産業クラスター（沖縄県） 

ア  プロジェクトの目的 

バイオ産業を観光産業、物流に次ぐ基幹産業と位置付け、沖縄地域独自の亜熱帯性

生物資源、長寿の島としてのブランド力、温暖な気候などの優位性、アジアに近いとい

う地理的優位性、公的支援の充実を活かして、バイオ・ライフサイエンス分野の科学技

術の振興と産業化を目指す。 

 
イ  整備主体 

沖縄県 

 
ウ  整備年度 

2015 年～（当センター設立） 

 
エ  主な施設 

 

企業 ― 

研究機関・大学 沖縄県工業技術センター・琉球大学 等 

医療機関 ― 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 

沖縄ライフサイエンス研究センター・沖縄健康バイオテク

ノロジー研究開発センター・沖縄バイオ産業振興センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄ライフサイエンス研究センター 

 

表 参-1-9 主な施設 

図 参-1-18 沖縄県「知的・産業クラスター 
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オ  整備までの経緯 

2012 年の「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」の基本施策のなかで、「科学技術の振興

と知的・産業クラスターの形成」が掲げられたことが起点。 

 

 

 

 

 

  

図 参-1-19 知的・産業クラスターのイメージ 

知的・産業クラスターは、大学をは

じめとした研究機関が核となり、他の

大学・研究機関や、企業などが集積し

構成されるものである。クラスター内

では高度な知識、設備、人材が共有さ

れ、関係機関との間に築かれたネット

ーワークの下で図られる緊密なコミ

ュニケーションを通して、世界レベル

の技術革新や、新たな地域産業の創

造、地域経済の活性化が可能となる。 
 

出典：沖縄科学技術大学院大学 



 

75 
 

(９) 神戸研究学園都市（兵庫県神戸市） 

ア  プロジェクトの目的 

大学をはじめとする研究・教育施設と良好な環境の住宅地を一体的に計画し、研究

者・学生と市民が自由に交流できる新しい学園コミュニティを目指す。 

 
イ  整備主体 

― 

 
ウ  整備年度 

1980 年度～ 

 
エ  主な施設 

 

企業 ― 

研究機関・大学 
神戸市外国語大学・神戸市看護大学・兵庫県立大学・ 

流通科学大学等 

医療機関 ― 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 
― 

その他 ダイエー（量販店） 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：神戸市 HP 

表 参-1-10 主な施設 

図 参-1-20 神戸研究学園都市 
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オ  整備までの経緯 

1955 年代以降の高度経済成長と都市部への人口集中に対応するために計画された

西神ニュータウンの一翼を担う地区として建設され、近畿圏・神戸都市圏における研

究教育機能の核として、「地域主義への指向」「生涯教育への接近」「国際性の追求」の

基本整備方針を元に計画された。 

1977 年の学園都市基本構想等においては、神戸研究学園都市の教育研究機能の整

備・充実の方向として、「地域主義の指向」「生涯教育への接近」「国際性の追求」を基

本テーマとして設定している。 
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(１０) スプリングエイト（兵庫県佐用郡） 

ア  プロジェクトの目的 

 SPring-8 は国内外の産学官の研究者等に開かれた共同利用施設であり、平成 9 年よ

り放射光を大学、公的研究機関や企業等のユーザーに提供している。 
高指向性で透過力の強い X 線である放射光を用いてナノテクノロジーにおける微

細構造構築、バイオテクノロジーでの創薬物質の結晶構造解析など、学術研究から産

業利用まで幅広い研究が行われている。 
 
イ  整備主体 

SPring-8 は、理化学研究所（理研）が施設者として包括的運営を行っており、SPring-
8 の運転・維持管理については理研から委託を受けた公益財団法人高輝度光科学研究

センター（JASRI）が行っている。また、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関す

る法律」に基づき、登録施設利用促進機関である JASRI が利用促進業務（利用者選定

業務・利用支援業務）を行っている。 
 
ウ  整備年度 

1997 年～ 

 
エ  主な施設 

 

企業 ― 

研究機関・大学 

理化学研究所、量子科学技術研究開発機構、物質・材料

研究機構、豊田中央研究所、日本原子力研究開発機構、

東京大学、京都大学、大阪大学、大阪大学核物理研究セ

ンター、電気通信大学 

医療機関 ― 

レンタルラボ・レンタルオ

フィス 
― 

その他 ― 

 

 

  

表 参-1-11 主な施設 
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出典：SPring-8 HP 

図 参-1-21 各種施設配置図 
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オ  整備までの経緯 

 

 

年 月 主な出来事 

1988 年 10 月 
日本原子力研究所（原研）と理化学研究所（理研）が大型放射光施設研究開発

共同チームを設立 

1989 年 6 月 建設地を兵庫県播磨科学公園都市に決定 

1990 年 12 月 財団法人高輝度光科学研究センター（JASRI）設立 

1991 年 11 月 日本原子力研究所と理化学研究所が SPring-8 の建設工事に着手 

1994 年 10 月 
「特定放射光施設の共用の促進に関する法律」（平成 6 年法律第 78 号）が施

行され、JASRI が「放射光利用研究促進機構」に指定される 

1997 年 3 月 放射光の発生を確認 

1997 年 10 月 SPring-8 の供用を開始 

2003 年 10 月 特殊法人理化学研究所が独立行政法人に移行 

2005 年 10 月 
日本原子力研究所 SPring-8 の運営から離脱  
理化学研究所、JASRI による 2 者体制への移行 

2006 年 7 月 
「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」（「特定放射光施設の共用

の促進に関する法律」（平成 6 年法律第 78 号）の改正法）施行 

2007 年 3 月 
JASRI が SPring-8 の利用促進業務を行う登録施設利用促進機関に選定され

る 

2007 年 10 月 SPring-8 供用開始 10 周年記念式典等実施 

2009 年 6 月 SPring-8 の利用研究者がのべ 10 万人となる 

2011 年 3 月 
JASRI が特定放射光施設（SPring-8 および SACLA）の利用促進業務を行う

登録施設利用促進機関に選定される 

2012 年 4 月 財団法人高輝度光科学研究センター（JASRI）が公益財団法人に移行 

2015 年 4 月 独立行政法人理化学研究所が国立研究開発法人に移行 

2016 年 4 月 SPring-8 の利用研究者がのべ 20 万人となる 

  

表 参-1-12 これまでの経緯 

出典：SPring-8 HP 



 

80 
 

２ 事業手法の概要 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設計 
事務所 

建設 
会社 

契約 

公 共 
資金 
調達 

契約 

維持管理 
会社 

契約 

従来より実施している事業手法であり、資

金調達、施設運営者等の確保も含めて設計か

ら建設、維持管理・運営に至るまで、全てにお

いて公共が主体となって行う事業手法であ

る。 

各事業の発注をそれぞれ行うため財政縮減

効果が働きにくい点や、事業開始時点におい

て多くの財源が必要となる点が課題である。 

資金調達は公共が行い、施設の設計・建設か

ら維持管理・運営まで全てを民間が主体とな

って行う事業手法である。維持管理・運営を切

り離し、直営としたり、設計・建設とは別の民

間事業者と契約したりすることも可能であ

る。 

直営方式（全ての業務を公共が実施）・（運営

業務のみ民間へ委託）に比べて民間事業者の

募集、選定、契約締結などの事務手続上におい

て新たな負担が生じる点や、事業開始時点に

おいて多くの財源が必要となる点は課題であ

るが、民間による資金調達に比べて金利負担

が小さい起債調達が可能であり、また、事業全

体を民間に委託することによる財政縮減効果

が期待できる事業手法である。 

公 共 資金 
調達 

一括契約 

共同企業体 

設計 建設 
維持 
管理 

※ DB+O の場合 

共同企業体 

設計 建設 
維持管理

会社 

長期

契約 

一括契約 

図 参-2-1 直営方式（全ての業務を公共が実施） 

図 参-2-2 DBO（DB+O）方式 
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融資 
契約 一括契約 

公 共 

SPC※ 

設計 建設 
維持 
管理 

設計 
事務所 

建設 
会社 

維持 
管理 

契約 契約 

金融 
機関 

契約 

資金調達も含めて、施設の設計・建設から維

持管理・運営まで全てを民間が主体となって

行う事業手法である。 

他の事業手法に比べて、民間事業者の募集、

選定、契約締結などの手続きが最も複雑であ

る点、SPC 設立に関する費用が上乗せされる

点、及び民間による資金調達のため金利負担

が起債より大きい点は課題であるが、支払費

用が平準化され、また、事業全体を民間に委託

することによる財政縮減効果が期待できる事

業手法である。 

※ SPC(Special Purpose Company)とは、ある事業を行

う目的で共同企業体（コンソーシアム）の構成員が共

同出資して設立された事業会社のこと。 

図 参-2-3 BTO 方式 
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